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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第10期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第11期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第10期

会計期間

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
３月31日

自　平成23年
１月１日

至　平成23年
３月31日

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
12月31日

売上高 (百万円) 39,287 39,903 194,834

経常損益 (百万円) △191 △869 4,823

四半期（当期）純損益 (百万円) △234 △994 2,149

純資産額 (百万円) 85,914 85,629 87,444

総資産額 (百万円) 105,858 105,316 111,675

１株当たり純資産額 (円) 1,947.881,940.671,982.01

１株当たり四半期（当

期）純損益
(円) △5.31 △22.55 48.74

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益
(円) － － 48.70

自己資本比率 (％) 81.1 81.3 78.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 2,018 184 16,704

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △1,436 △103 △14,252

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △1,159 △970 △2,868

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
(百万円) 5,400 4,672 5,561

従業員数 (名) 2,708 2,610 2,664

 （注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２.売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３.第10期第１四半期連結累計（会計）期間および第11期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

平成23年３月31日現在

従業員数（名）
     

2,610（1,003）　

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で

記載しております。

２．執行役員は、従業員数に含まれておりません。

　

(2）提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数（名）
     

1,579（601）　

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しております。

２．執行役員は、従業員数に含まれておりません。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

飲料事業 1,348 92.7

合計 1,348 92.7

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　原則として受注生産は行っておりません。

　

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

飲料事業 39,903 101.6

合計 39,903 101.6

（注）１.　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２.　相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が100分の10を超える相手先はありません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　 　

　 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。　

　 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に持ち直しの動きが見られるなど、景気の

穏やかな回復が見られたものの、東日本大震災の発生により、経済活動は大きな影響を受け、自粛ムードの高まりや

消費マインドの冷え込み等により、個人消費が大きく低迷するなど先行き不透明な状況となっております。

  清涼飲料業界におきましては、１、２月累計では前年販売数量を４％程度上回り、好調に推移いたしました

が、震災発生以降はミネラルウォーターの需要が急増したものの、製造工場の被災や資材の供給不足等により店頭

での品薄状態が発生するなど、販売数量が減少し、第１四半期の清涼飲料市場は、前年を１％程度上回る着地とな

りました。

  当社グループの販売面におきましては、重点ブランド「コカ・コーラ」、「コカ・コーラゼロ」、「ファン

タ」、「ジョージア」、「爽健美茶」、「アクエリアス」、緑茶飲料の「綾鷹」、ミネラルウォーター「い・ろ・

は・す」の８ブランドを「コア８」と位置づけ、積極的な販売活動を展開いたしました。特に成長チャネルである

スーパーやドラッグストアへの販売取組みの強化や、エリア対策の強化を図りました。重点エリアの静岡県におい

ては、より地域に特化した営業体制に組織変更するなど、市場シェアと売上高の拡大を目指し、地域特性に応じた

販促活動を推進いたしました。しかしながら、震災発生以降、当社グループおよびコカ・コーライーストジャパン

プロダクツ株式会社の製造工場や自動倉庫等物流拠点の一部が被災した影響から、製品の供給不足が発生するなど

販売面に影響を受けております。

  このような状況下におきまして、被災した上記の製造工場や自動倉庫など物流拠点では、既に復旧の目処が立

っており、当社を含むコカ・コーラシステム全体で協力体制を強化し、製造・物流効率の向上と販売面の強化に全

力を傾注しております。

  震災の被災地支援につきましてコカ・コーラシステムでは、飲料製品720万本（500ml換算）を含む総額６億円

相当の緊急支援に加え、「コカ・コーラ復興支援基金」を設立し、被災地の復興・復旧ならびに被災者の支援に総

額25億円の資金拠出を決定しております。

  また、震災後の電力不足に対応するため、東京電力および東北電力管内における自動販売機の照明の24時間消灯

を推進するなど、コカ・コーラシステム一丸となって節電に努めております。

  当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は前年同期比1.6％増の399億３百万円となりました

が、販売費の増加等の影響もあり、営業損失は５億89百万円（前年同期の営業損失は２億４百万円）、経常損失は

８億69百万円（前年同期の経常損失は１億91百万円）となりました。また、東日本大震災に伴う損害ならびに復旧

費用を特別損失に計上した結果、四半期純損失は９億94百万円(前年同期の四半期純損失は２億34百万円)となりま

した。

　

(2）財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、1,053億16百万円となり、前連結会計年度末に比べ63億58百万円減少

しました。これは主として、受取手形及び売掛金や商品及び製品、短期貸付金等が減少したこと等によるものであり

ます。　 

　負債の部については、196億87百万円となり、前連結会計年度末に比べ45億43百万円減少しました。これは主とし

て、買掛金や未払法人税等が減少したこと等によるものであります。

　純資産の部については、856億29百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億14百万円減少しました。これは主とし

て利益剰余金が減少したこと等によるものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、46億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億

89百万円減少しました。当第１四半期連結会計期間における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりで

あります。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主として仕入債務の減少や法人税等の支払があったものの、売上債権やた

な卸資産の減少があったこと等により、1億84百万円の収入（前年同期比18億33百万円収入減）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主として短期貸付金の純増減額があったものの、有形固定資産の取得によ

る支出があったこと等により、△１億３百万円の支出（前年同期比13億32百万円支出減）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主として配当金の支払があったこと等により、△９億70百万円の支出（前

年同期比１億89百万円支出減）となりました。

　

(4）事業上および財務上の対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、夏場における電力供給不足等が、製造や販売に影響を及ぼすことが想定されるなど、

当社グループにとっても厳しい経営環境が続くものと予想されます。

　こうした状況下、当社グループでは早期に製造・物流・販売体制を万全とし、最盛期に向けて売上と利益の拡

大を図ってまいります。

　

(5）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備計画の変更

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。

　

(2）重要な設備計画の完了

　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第１四半期連結会計期間に完了又は取得した重要な設備は

次のとおりであります。

　

提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門の区分 設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月 完成後の生産能力

本社

（神奈川県横浜市西区）
飲料事業 販売機器 1,757平成23年１月～３月 －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）重要な設備の除却等

　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第１四半期連結会計期間に完了した重要な除却は次のとお

りであります。

　

提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門の区分 設備の内容
除却帳簿
価額

（百万円）
完了年月

除却等による減少
能力

本社

（神奈川県横浜市西区）
飲料事業 販売機器 49平成23年１月～３月 －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4）重要な設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 171,000,000

計 171,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,003,495 45,003,495
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数は100

株であります。　

計 45,003,495 45,003,495 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成21年３月27日定時株主総会決議および取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在

（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 181

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１

新株予約権の目的となる株式の数(株) 18,100

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた

金額とする。

新株予約権の行使期間 平成21年５月12日～平成41年５月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

　発行価格　　１株当たり1,144円

　資本組入額　(注)２(6)　

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれ

　の地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が

　休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権

　を行使することができる。

②その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

　締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

　る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を

要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２
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（平成22年３月30日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在

（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 258

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１

新株予約権の目的となる株式の数(株) 25,800

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた

金額とする。

新株予約権の行使期間 平成22年５月11日～平成42年５月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

　発行価格　　１株当たり1,114円

　資本組入額　(注)２(6)　

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれ

　の地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が

　休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を

　行使することができる。

②その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

　締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

　る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を

要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２　

  (注）１ 新株予約権１個当たりの目的たる株式数は100株であります。

２ 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限ります。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限ります。）

（以上を総称して「組織再編行為」といいます。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ず

る日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいいます。）の直前において残存する新株予約

権（以下、「残存新株予約権」といいます。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ

交付することとします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新

設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とします。

 (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

 　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

 (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

 　　再編対象会社の普通株式とします。

 (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　 組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定します。

 (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上

　　 記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

　　 額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることが

　　 できる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。

 (5) 新株予約権を行使することができる期間

 　　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

　　 から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。

 (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

　　 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

　　　　第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

　　　　生じる場合は、これを切り上げるものとします。

     ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

　　　　本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限
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 　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

　　 します。

 (8) 新株予約権の行使の条件

 　　新株予約権の行使の条件に準じて決定します。

 (9) 新株予約権の取得条項

 　　当社は、以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

　　 が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約

　　 権を無償で取得することができます。

　　 ① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　　 ② 当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案

　　 ③ 当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

　　 ④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

　　　 とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

　　 ⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

　　　 承認を要すること、または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得

　　　　することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年１月１日～

　

平成23年３月31日

－ 45,003,495 － 6,499 － 63,335

　

　 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　907,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,999,100 439,991 －

単元未満株式 普通株式　　97,195 － －

発行済株式総数 45,003,495　 － －

総株主の議決権 － 439,991 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

500株（議決権５個）および60株含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が23株含まれております。

　

②【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

コカ・コーラ セントラル　

ジャパン株式会社

神奈川県横浜市西区みなと

みらい二丁目２番１号
907,200 － 907,200 2.01

計 － 907,200 － 907,200 2.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,124 1,137 1,219

最低（円） 1,070 1,091 902

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。　

　 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。　

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成23

年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,677 5,566

受取手形及び売掛金 12,290 14,005

商品及び製品 4,570 6,594

原材料及び貯蔵品 521 472

短期貸付金 10,247 12,243

その他 5,375 5,166

貸倒引当金 △46 △54

流動資産合計 37,635 43,994

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,633 14,807

販売機器（純額） 14,684 14,057

土地 18,684 18,684

その他（純額） 7,512 7,320

有形固定資産合計 ※1
 55,514

※1
 54,871

無形固定資産 1,224 1,223

投資その他の資産

その他 11,066 11,763

貸倒引当金 △124 △177

投資その他の資産合計 10,941 11,586

固定資産合計 67,681 67,681

資産合計 105,316 111,675

負債の部

流動負債

買掛金 2,726 5,580

未払法人税等 166 1,374

役員賞与引当金 － 81

環境対策引当金 4 －

災害損失引当金 152 －

資産除去債務 12 －

その他 10,889 11,408

流動負債合計 13,951 18,446

固定負債

退職給付引当金 2,560 2,605

役員退職慰労引当金 34 48

環境対策引当金 77 82

資産除去債務 208 －

その他 2,853 3,049

固定負債合計 5,735 5,785

負債合計 19,687 24,231
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,499 6,499

資本剰余金 24,817 24,818

利益剰余金 55,489 57,277

自己株式 △1,223 △1,225

株主資本合計 85,583 87,369

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 29

評価・換算差額等合計 △3 29

新株予約権 49 45

純資産合計 85,629 87,444

負債純資産合計 105,316 111,675
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 39,287 39,903

売上原価 24,201 24,261

売上総利益 15,086 15,641

販売費及び一般管理費 ※1
 15,290

※1
 16,231

営業損失（△） △204 △589

営業外収益

受取利息 15 13

受取配当金 3 4

受取賃貸料 29 31

廃棄有価物売却益 16 19

雑収入 17 6

営業外収益合計 82 74

営業外費用

支払利息 6 5

持分法による投資損失 37 318

株式費用 8 9

雑損失 17 21

営業外費用合計 69 355

経常損失（△） △191 △869

特別利益

固定資産売却益 ※2
 0

※2
 0

貸倒引当金戻入額 7 12

特別利益合計 8 13

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 75

※3
 82

投資有価証券評価損 － 2

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 187

災害による損失 － ※4
 228

その他 16 24

特別損失合計 92 525

税金等調整前四半期純損失（△） △275 △1,381

法人税、住民税及び事業税 96 130

法人税等調整額 △137 △517

法人税等合計 △41 △387

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △994

四半期純損失（△） △234 △994
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △275 △1,381

減価償却費 2,333 2,009

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 △55

退職給付引当金の増減額（△は減少） △36 △44

前払年金費用の増減額（△は増加） 147 133

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △81

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 △13

受取利息及び受取配当金 △19 △17

支払利息 6 5

持分法による投資損益（△は益） 62 362

固定資産除売却損益（△は益） 74 81

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 187

売上債権の増減額（△は増加） 1,847 1,714

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,106 1,975

仕入債務の増減額（△は減少） △727 △2,854

その他の資産・負債の増減額 △2,210 △812

その他 230 237

小計 2,462 1,446

利息及び配当金の受取額 106 56

利息の支払額 △6 △5

法人税等の支払額 △544 △1,294

その他の支出 △1 △17

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,018 184

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,202 △1,990

有形固定資産の売却による収入 12 15

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

短期貸付金の純増減額（△は増加） － 2,000

貸付けによる支出 △136 △34

貸付金の回収による収入 26 17

その他 △135 △109

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,436 △103

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △793 △793

その他 △365 △176

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,159 △970

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △578 △889

現金及び現金同等物の期首残高 5,978 5,561

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,400

※1
 4,672
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日  至 平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　当第１四半期連結会計期間

（自 平成23年１月１日　至 平成23年３月31日）　

　会計処理基準に

　関する事項の変更

　（１）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより税金等調整前四半期純損失が1億89百万円増加しております。なお、営業損失お

よび経常損失に与える影響は軽微であります。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は224百万円であります。　

　

（２）「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の　

　　取扱い」の適用　

　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成

20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しております。

　これによる経常損失および税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間

（自 平成23年１月１日　至 平成23年３月31日）　

　（四半期連結貸借対照表関係）

　前第１四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「短期貸付金」は、金額的

重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記しております。　

なお、前第１四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「短期貸付金」は5,193百万円であります。

　

　（四半期連結損益計算書関係）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。　

　

　（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま　し

た「短期貸付金の純増減額」は、金額的重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「短期貸付金の純増減額」は△０百万円であります。　
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【簡便な会計処理】

　当第１四半期連結会計期間

　（自 平成23年１月１日  至 平成23年３月31日）

１.一般債権の貸倒

　 見積高の算定方法　

　貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会

計年度において算定した貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。　

２.棚卸資産の評価

　 方法　

　四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し、前連結会計年度にかか

る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

３.繰延税金資産およ

　 び繰延税金負債の

　 算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降の経営環境等、かつ一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

115,005百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

115,135百万円

２　偶発債務

　以下のとおり従業員の債務を金融機関に保証してお

ります。

２　偶発債務

　以下のとおり従業員の債務を金融機関に保証してお

ります。

従業員 住宅ローン 0百万円 従業員 住宅ローン 0百万円

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売手数料 3,075百万円

広告宣伝費及び販売促進費 897　

輸送費 1,944　

給与手当及び賞与 3,947　

退職給付費用 464　

役員退職引当金繰入額 6　

減価償却費 1,938　　

販売手数料 3,066百万円

広告宣伝費及び販売促進費 1,782　

輸送費 2,200　

給与手当及び賞与 3,955　

退職給付費用 457　

役員退職引当金繰入額 5　

減価償却費 1,680　　

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

販売機器 0百万円 その他 0百万円

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損

建物及び構築物 5百万円

販売機器 65　

その他 4　

計 75　

建物及び構築物 4百万円

販売機器 52　

その他 24　

計 82　

――――――――― ※４　災害による損失

　　　　東日本大震災により被災した当社の神奈川県内に所在

する自動倉庫、事務所、建屋の修繕費および商品の廃

棄費等であります。　

　　　　なお、今後発生すると見込まれる費用として、合理的に

見積もりました引当金繰入額152百万円が含まれて

おります。　

　

 　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金 5,405百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △5　

現金及び現金同等物 5,400　

現金及び預金 4,677百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △5　

現金及び現金同等物 4,672　
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日  至

平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式（株） 45,003,495

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式（株） 905,278

　

３　新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　親会社　　49百万円　

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年３月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 793 18平成22年12月31日平成23年３月30日

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当第１四半期連結累計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）　

　飲料事業の売上高、営業損失の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超のため、事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しております。

　　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日  至 平成22年３月31日）　

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日  至 平成22年３月31日）　

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　　

【セグメント情報】

　　 当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　 　　当社グループは、「飲料事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　　

　

　　　（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　　

（金融商品関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　　　　金融商品は、事業の運営において重要なものとなっておりますが、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

　　　　動が認められないため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　　　　企業集団の事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　当第１四半期連結会計期間　（自 平成23年１月１日  至 平成23年３月31日）

　　当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　該当事項はありません。　

　

（企業結合関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日　至 平成23年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　企業集団の事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　　　　企業集団の事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,940.67円 １株当たり純資産額 1,982.01円

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △5.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益　

－

１株当たり四半期純損失（△） △22.55円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益　

－

 （注）１.前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

ついては、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。　

　２.１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　
項目

 

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

四半期連結損益計算書上の

四半期純損失（△）
（百万円） △234 △994

普通株式に係る

四半期純損失（△）
（百万円） △234 △994

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式の期中平均株式数 （千株） 44,092 44,098

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日　至 平成23年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。　

　

２【その他】

　特記すべき事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

平成22年５月13日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 山　　本　　哲　　也　　印

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 山　　口　　直　　志　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

カ・コーラセントラル ジャパン株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年

度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計

期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コカ・コーラセントラル ジャパン株

式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結

累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

平成23年５月12日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 山　　本　　哲　　也　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 山　　口　　直　　志　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

カ・コーラセントラル ジャパン株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年

度の第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計

期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コカ・コーラセントラル ジャパン株

式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結

累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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